
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　燃焼室内の可燃混合気を成層状態と均質状態とに切り換えることにより、燃焼状態を成
層燃焼と均質燃焼とに切換可能な内燃機関であって、成層燃焼中に減速を行ったときに、
減速を開始してから第１の所定時間経過後に燃料供給を停止すると共に、

内燃機関の燃料供給制御装置において、
　機関運転状態を検出する運転状態検出手段と、検出された運転状態に応じて目標当量比
を演算する目標当量比演算手段と、演算された目標当量比に対して目標当量比の変化を

遅らせるように補正する目標当量比補正手段と、補正された目標当量比に基づいて成
層燃焼から均質燃焼への切換条件が成立したか否かを判定する切換条件判定手段と、均質
燃焼への切換条件が成立したときに、燃焼状態を成層燃焼から均質燃焼に切り換える燃焼
状態切換手段と、を含んで構成されたことを特徴とする内燃機関の燃料供給制御装置。
【請求項２】
　前記目標当量比演算手段は、減速を開始してから 第２の所
定時間経過したときに、演算すべき目標当量比を、成層燃焼における目標当量比から均質
燃焼における目標当量比に切り換える制御を行う構成である請求項１記載の内燃機関の燃
料供給制御装置。
【請求項３】
　前記切換条件判定手段は、前記第１の所定時間が経過するまでは、成層燃焼から均質燃
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減速を開始して
から前記第１の所定時間が経過するまでの間に成層燃焼における目標当量比から均質燃焼
における目標当量比に切り換える

徐
々に

前記第１の所定時間より短い



焼への切換条件の成立を禁止する条件成立禁止手段を含んで構成された請求項１又は２に
記載の内燃機関の燃料供給制御装置。
【請求項４】
　前記切換条件判定手段は、前記目標当量比補正手段により補正された目標当量比が所定
の当量比しきい値以上になったときに、成層燃焼から均質燃焼への切換条件が成立したと
判定する構成である請求項１～３のいずれか１つに記載の内燃機関の燃料供給制御装置。
【請求項５】
　前記条件成立禁止手段は、前記第１の所定時間内は、前記目標当量比補正手段により補
正された目標当量比を前記当量比しきい値未満に制限する制限手段を含んで構成された請
求項４記載の内燃機関の燃料供給制御装置。
【請求項６】
　燃焼室内の可燃混合気を成層状態と均質状態とに切り換えることにより、燃焼状態を成
層燃焼と均質燃焼とに切換可能な内燃機関であって、成層燃焼中に減速を行ったときに、
減速を開始してから所定時間経過後に燃料供給を停止すると共に、成層燃焼から均質燃焼
に燃焼状態を切り換えるべく目標当量比を移行させる内燃機関の燃料供給制御装置におい
て、
　成層燃焼から均質燃焼に燃焼状態を切り換える際に、機関運転状態に応じて演算された
目標当量比を徐々に変化させることを特徴とする内燃機関の燃料供給制御装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、内燃機関の燃料供給制御装置において、特に、減速時における成層燃焼から均
質燃焼への燃焼状態の切り換えを円滑にする技術に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来から、減速時に燃料供給を停止し、ＨＣの抑制と燃費向上を図った燃料カット制御を
行う燃料供給制御装置が知られている（特開昭５４－１４８９２９号公報等参照）。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
かかる燃料供給制御装置は、理論空然比近傍で可燃混合気を燃焼させる均質燃焼を前提と
していたため、減速時における目標当量比に殆ど変化がなく、燃料カット後のリカバリー
時におけるトルク変動がさほど問題とはならなかった。
しかしながら、近年、排気性状及び燃費の向上を目的として開発された、筒内に燃料を直
接噴射して点火プラグによって火花点火を行う筒内噴射式内燃機関においては、目標当量
比が極めて小さい超希薄燃焼を行う成層燃焼と、目標当量比が比較的大きい均質燃焼と、
を機関運転状態に応じて切り換えている。従って、成層燃焼を行っている状態で減速する
と、成層燃焼から均質燃焼への切り換えに伴い目標当量比を切り換える必要がある。この
場合、従来の燃料供給制御装置をそのまま適用すると、次のような不具合が生じるおそれ
がある。
【０００４】
(1) 成層燃焼から均質燃焼への切り換えと同時に目標当量比を切り換えると、切換時にお
ける空気量が過大となるため、トルクが急激に上昇し、減速感を損なうおそれがある。
(2) 排気の一部を吸気系に導入して再循環させる排気再循環装置等のデバイスを備える内
燃機関において、成層燃焼から均質燃焼への切換時に、デバイスの応答遅れ等の影響によ
り切換直後の燃焼が不安定になるおそれがある。
【０００５】
(3) 成層燃焼から均質燃焼への切換中に目標当量比を変化させた場合には、成層燃焼と均
質燃焼との中間の当量比を通過するため、燃料カットを行っていないときには、排気性状
が低下するおそれがある。
そこで、本発明は以上のような従来の問題点に鑑み、減速時における成層燃焼から均質燃
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焼への燃焼状態の切り換えを円滑にすることで、切換時におけるトルク変動、燃焼の不安
定化及び排気性状の低下を防止した内燃機関の燃料供給制御装置を提供することを目的と
する。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
　このため、請求項１記載の発明は、図１に示すように、燃焼室内の可燃混合気を成層状
態と均質状態とに切り換えることにより、燃焼状態を成層燃焼と均質燃焼とに切換可能な
内燃機関であって、成層燃焼中に減速を行ったときに、減速を開始してから第１の所定時
間経過後に燃料供給を停止すると共に、

内燃機関の燃料供給制御装置において、内燃機関の燃料供給制御装置を、機関運転状態を
検出する運転状態検出手段Ａと、検出された運転状態に応じて目標当量比を演算する目標
当量比演算手段Ｂと、演算された目標当量比に対して目標当量比の変化を 遅らせる
ように補正する目標当量比補正手段Ｃと、補正された目標当量比に基づいて成層燃焼から
均質燃焼への切換条件が成立したか否かを判定する切換条件判定手段Ｄと、均質燃焼への
切換条件が成立したときに、燃焼状態を成層燃焼から均質燃焼に切り換える燃焼状態切換
手段Ｅと、を含んで構成した。
【０００７】
かかる構成によれば、目標当量比は、目標当量比演算手段によって運転状態に応じて設定
された後、目標当量比補正手段により目標当量比の変化を遅らせるように補正される。そ
して、切換条件判定手段により、補正された目標当量比に基づいて成層燃焼から均質燃焼
への切換条件が成立したと判定されたときに、燃焼状態切換手段によって成層燃焼から均
質燃焼に切り換えられる。
【０００８】
　従って、成層燃焼から均質燃焼への燃焼状態の切り換えが行われる際に、目標当量比が
徐々に変化するので、均質燃焼への切換直後に空気量が過大となることがなく、トルクの
急激な上昇が防止される。
　請求項２記載の発明は、前記目標当量比演算手段を、減速を開始してから

経過したときに、演算すべき目標当量比を、成層燃焼にお
ける目標当量比から均質燃焼における目標当量比に切り換える制御を行う構成とした。
【０００９】
かかる構成によれば、減速が開始されてから第２の所定時間経過したときに、演算すべき
目標当量比が均質燃焼における目標当量比に切り換えられるので、例えば、蒸発燃料処理
装置や排気再循環装置等のデバイスを備えていても、切換時のデバイスの応答遅れが吸収
される。
請求項３記載の発明は、前記切換条件判定手段を、前記第１の所定時間が経過するまでは
、成層燃焼から均質燃焼への切換条件の成立を禁止する条件成立禁止手段を含んで構成し
た。
【００１０】
かかる構成によれば、減速が開始されてから第１の所定時間経過するまでは、均質燃焼へ
の切換条件の成立が禁止、即ち、均質燃焼への切り換えが禁止されるので、成層燃焼と均
質燃焼との中間の当量比において燃焼が行われることが防止される。
請求項４記載の発明は、前記切換条件判定手段を、前記目標当量比補正手段により補正さ
れた目標当量比が所定の当量比しきい値以上になったときに、成層燃焼から均質燃焼への
切換条件が成立したと判定する構成とした。
【００１１】
かかる構成によれば、補正された目標当量比が所定の当量比しきい値以上になったときに
、均質燃焼への切換条件が成立、即ち、均質燃焼への切り換えが行われるので、切換条件
判定処理が極めて簡単に行われる。
請求項５記載の発明は、前記条件成立禁止手段を、前記第１の所定時間内は、前記目標当
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減速を開始してから前記第１の所定時間が経過す
るまでの間に成層燃焼における目標当量比から均質燃焼における目標当量比に切り換える

徐々に

前記第１の所
定時間より短い第２の所定時間



量比補正手段により補正された目標当量比を前記当量比しきい値未満に制限する制限手段
を含んで構成した。
【００１２】
かかる構成によれば、第１の所定時間内は補正された目標当量比が当量比しきい値未満に
制限されるので、第１の所定時間内は目標当量比が小さくなり、均質燃焼への切り換えが
行われないため排気性状が向上すると共に、燃料供給を停止したときのトルク変動が抑制
される。
請求項６記載の発明は、燃焼室内の可燃混合気を成層状態と均質状態とに切り換えること
により、燃焼状態を成層燃焼と均質燃焼とに切換可能な内燃機関であって、成層燃焼中に
減速を行ったときに、減速を開始してから所定時間経過後に燃料供給を停止すると共に、
成層燃焼から均質燃焼に燃焼状態を切り換えるべく目標当量比を移行させる内燃機関の燃
料供給制御装置において、内燃機関の燃料供給制御装置を、成層燃焼から均質燃焼に燃焼
状態を切り換える際に、機関運転状態に応じて演算された目標当量比を徐々に変化させる
ようにした。
【００１３】
かかる構成によれば、成層燃焼から均質燃焼に燃焼状態を切り換える際に、機関運転状態
に応じて演算された目標当量比は徐々に変化するので、均質燃焼への切換直後に空気量が
過大となることがなく、トルクの急激な上昇が防止される。
【００１４】
【発明の効果】
以上説明したように、請求項１又は６に記載の発明によれば、成層燃焼から均質燃焼への
燃焼状態の切換時に、トルクの急激な上昇が防止されるので、減速感の低下を抑制するこ
とができる。
請求項２記載の発明によれば、成層燃焼から均質燃焼への燃焼状態の切換時に、デバイス
の応答遅れが吸収されるので、切換直後の燃焼を安定させることができる。
【００１５】
請求項３記載の発明によれば、成層燃焼から均質燃焼への燃焼状態の切換時に、成層燃焼
と均質燃焼との中間の当量比において燃焼が行われることが防止されるので、燃料供給を
停止していない状態における排気性状を向上することができる。
請求項４記載の発明によれば、成層燃焼から均質燃焼への切換判定処理が極めて簡単に行
われるので、車載制御装置の負担を軽減することができる。
【００１６】
請求項５記載の発明によれば、第１の所定時間が経過するまでは、均質燃焼への切り換え
が行われないので、排気性状が向上すると共に、燃料供給を停止したときのトルク変動が
抑制されるので、乗心地を向上することができる。
【００１７】
【発明の実施の形態】
以下、添付された図面を参照して本発明を詳述する。
図２は、本発明に係る燃料供給制御装置を筒内噴射式内燃機関に適用した一実施形態を示
す。
先ず、筒内噴射式内燃機関（以下「機関」という）１０の構成について説明する。ピスト
ン１１の頂面（以下「ピストン頂面」という）１１ａとシリンダヘッド１２下面との間に
は、所定容積を有する燃焼室１３が形成される。燃焼室１３の上部に位置するシリンダヘ
ッド１２の壁面、即ち、シリンダヘッド１２の下部に形成されたシリンダヘッド燃焼室１
３ａの壁面には、吸気弁１４によって開閉される吸気ポート１５、及び、排気弁１６によ
って開閉される排気ポート１７が、夫々並列して２つずつ形成される。
【００１８】
シリンダヘッド１２の両吸気ポート１５間には、燃焼室１３に噴口を臨ませて燃焼室１３
内に直接燃料を噴射する燃料噴射弁１８が配設される。また、シリンダヘッド燃焼室１３
ａの壁面の略中央部には、燃料と空気との可燃混合気を火花点火させる点火プラグ１９が
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配設される。
ピストン頂面１１ａには、燃料噴射弁１８と点火プラグ１９とを結ぶ線下の位置に、開口
部が上面に形成されたキャビティ２０が形成される。
【００１９】
機関１０の燃焼室１３には、エアクリーナ２１、吸気ダクト２２、吸気コレクタ２３、吸
気ポート１５及び吸気弁１４を介して空気が吸入される。吸気ダクト２２には、吸気ダク
ト２２内の通路の開口面積を変化させる電子制御式のスロットル弁（以下「電制スロット
ル弁」という）２４が介装され、機関運転状態に基づいて制御されるアクチュエータ２５
を介して、機関への吸入空気流量Ｑが制御される。
【００２０】
そして、低負荷及び中負荷領域では、圧縮行程後期に燃料噴霧をキャビティ２０内に噴射
して、点火プラグ１９下部に可燃混合気を層状に形成して成層燃焼を行い、高負荷領域で
は、吸気行程中に燃料噴霧を燃焼室１３内に噴射して、燃焼室１３内に略均質な可燃混合
気を形成して均質燃焼が行われる。
また、機関１０には、燃料供給系内で発生した蒸発燃料を処理する蒸発燃料処理装置３０
が併設されている。即ち、燃料タンク３１の上部の空間に溜まる蒸発燃料は、機関１０の
停止中に、蒸発燃料通路３２を介してキャニスタ３３に導かれ、キャニスタ３３内の活性
炭等の吸着材３３ａにより一時的に吸着される。キャニスタ３３の上部空間は、パージ通
路３４を介して吸気コレクタ２３に連通される。パージ通路３４には、パージ通路３４を
開閉する電子制御式のパージバルブ３５が介装される。
【００２１】
さらに、機関１０には、排気の一部を吸入系に導入して再循環させる排気再循環装置４０
が併設される。即ち、機関１０の排気ポート１７に接続されたＥＧＲ通路４１を介して排
気の一部が吸気コレクタ２３に再循環される。ＥＧＲ通路４１には、機関運転状態に応じ
て再循環される排気の量を制御する電子制御式のＥＧＲコントロールバルブ４２が介装さ
れる。そして、機関運転状態に応じてＥＧＲコントロールバルブ４２を開閉制御すること
で、吸入負圧を利用して排気が吸気コレクタ２３内に導入され、吸入空気と共に燃焼室１
３内に吸引される。
【００２２】
ここで、かかる構成からなる機関１０の制御系について説明する。
マイクロコンピュータ内蔵のコントロールユニット５０には、アクセルペダルの操作量（
以下「アクセル操作量」という）ＡＰＳを検出するポテンショメータ式のアクセルセンサ
５１、機関回転速度Ｎ e を検出するクランク角センサ５２、機関温度を代表する冷却水温
度Ｔ w を検出する水温センサ５３、吸入空気流量Ｑを検出するエアフローメータ５４、電
制スロットル弁２４のスロットル弁開度θを検出するポテンショメータ式のスロットル弁
開度センサ５５、排気中の酸素濃度を検出するＯ 2  センサ５６等の信号が入力される。
【００２３】
なお、アクセルセンサ５１等の各種センサが運転状態検出手段に相当し、コントロールユ
ニット５０が目標当量比演算手段、目標当量比補正手段、切換条件判定手段、燃焼状態切
換手段、成立条件禁止手段及び制限手段としての機能を有している。
コントロールユニット５０は、入力された各種信号に基づいて検出される運転状態に応じ
て、電制スロットル弁２４の開度θを制御すると共に、点火時期を設定して、設定された
点火時期に可燃混合気に火花点火する制御を行う。
【００２４】
次に、本実施形態の作用の概要について、図３のタイミングチャートを参照しつつ説明す
る。このタイミングチャートは、成層燃焼運転中に減速をした場合、成層燃焼から均質燃
焼に切り換わる際に、目標当量比及び燃焼状態がどのように切り換わるかを表わしたもの
である。
先ず、運転者がアクセルペダルを放すと、アクセル操作量が所定値以下となり減速が開始
される。即ち、アクセル操作量が所定値以下となったときに、減速が開始されたと判断さ
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れる。
【００２５】
　減速が開始された場合には、基本目標当量比マップを成層燃焼用から均質燃焼用に直ち
に切り換えるのではなく、切換制御が開始されてから所定時間ＤＬＴＦＭ

経過後に基本目標当量比マップを切り換えるようにする。この所定時間ＤＬＴＦＭは
、定数としてもよいし、或いは、機関回転速度Ｎｅや目標トルクｔＴｃ等の機関運転状態
に基づいて設定してもよい。このように、減速が開始されてから所定時間ＤＬＴＦＭ経過
したときに、基本当量比マップを成層燃焼用から均質燃焼用に切り換えるようにすれば、
蒸発燃料処理装置３０及び排気再循環装置４０等のデバイスの応答遅れが吸収でき、デバ
イスの応答遅れによって切換直後の均質燃焼が不安定になることを防止することができる
。
【００２６】
次に、機関回転速度Ｎｅ及び目標トルクｔＴｃに基づいて基本目標当量比マップを参照し
て、基本目標当量比ＴＦＢＹＡ００を設定する。ここで参照される基本目標当量比マップ
は、減速が開始されてから所定時間ＤＬＴＦＭ経過するまでは成層燃焼用が参照され、所
定時間ＤＬＴＦＭ経過後は均質燃焼用が参照される。
【００２７】
そして、基本目標当量比ＴＦＢＹＡ００に対して位相遅れ補正を行い、補正目標当量比Ｔ
ＦＢＹＡ４を設定する。位相遅れ補正を行う理由は、機関運転状態の変化によって基本目
標当量比ＴＦＢＹＡ００が変化した場合、基本目標当量比ＴＦＢＹＡ００の変化に見合っ
た目標吸入空気流量になるようにスロットル弁を制御しても、スロットル弁の動作遅れや
吸気系の容積により吸入空気流量の変化に遅れが生じるのに対して、燃料噴射量は殆ど遅
れがなく基本目標当量比ＴＦＢＹＡ００の変化に追従できるため、実際の当量比が基本目
標当量比の変化に対して遅れが生じるからである。従って、位相遅れ補正を行うことによ
り、成層燃焼から均質燃焼への切換時のトルク変動を、滑らかにすることができる。
【００２８】
　最終的な目標当量比ＴＦＢＹＡ０は、減速が開始されてから実際に燃料カットが開始さ
れるカットインディレイ時間ＣＦＤ 内には、所定当量比ＴＦＢＹＡＤ
Ｆに制限される。即ち、カットインディレイ時間ＣＦＤ内では、補正目標当量比ＴＦＢＹ
４と所定当量比ＴＦＢＹＡＤＦとを比較して、小さい方を目標当量比ＴＦＢＹＡ０として
設定する。そして、目標当量比ＴＦＢＹＡ０が、成層燃焼から均質燃焼に切り換える判定
を行う当量比しきい値ＴＦＡＣＨ以上になったときに、燃焼フラグＦＳＴＲＲ１を均質燃
焼に切り換える。このようにすれば、カットインディレイ時間ＣＦＤ内に、成層燃焼から
均質燃焼への燃焼状態の切換が禁止されるので、燃料カットが行われるまでの間の排気性
状の低下を防止することができる。
【００２９】
図４及び図５は、以上説明した目標当量比及び燃焼状態の実際の切換制御内容を示したフ
ローチャートである。
ステップ１（図では「Ｓ１」と略記する。以下同様）では、アクセルセンサ５１より検出
されたアクセル操作量ＡＰＳに基づいて、機関１０が減速中であるか否かを判定する。具
体的には、検出されたアクセル操作量ＡＰＳが所定値以下であるときに、機関１０が減速
中であると判定し、減速中であれば（Ｙｅｓ）ステップ２へと進み、減速中でなければ（
Ｎｏ）ステップ３へと進む。
【００３０】
ステップ２では、減速時における燃料カット制御を行う。即ち、図３に示すように、減速
開始直後から徐々に基本噴射パルス幅を徐々に減少させ、カットインディレイ時間ＣＦＤ
経過後に基本噴射パルス幅を０にする制御を行うことで、燃料カット制御が行われる。な
お、このステップにおける燃料カット制御は、電子制御式燃料噴射装置で一般的に行われ
ているものであり、その制御内容は公知のものである。
【００３１】

10

20

30

40

50

(6) JP 3677953 B2 2005.8.3

（第２の所定時
間）

（第１の所定時間）



ステップ３では、減速中でないときの燃料供給制御を行う。即ち、機関回転速度Ｎ e ，吸
入空気流量Ｑ等に基づいて基本燃料供給量Ｔ p を設定し、冷却水温度Ｔ w 等を考慮した各
種補正を行い有効燃料供給量Ｔ e を算出して、有効燃料供給量Ｔ e に対応した基本噴射パ
ルス幅でもって燃料噴射を行う。そして、本ルーチンを終了する。
【００３２】
ステップ４では、均質燃焼切換フラグＦＳＴＲ０に「０」をセットする。均質燃焼切換フ
ラグＦＳＴＲ０は、均質燃焼に切り換える場合には「０」が、成層燃焼を維持する場合に
は「１」がセットされる。
ステップ５では、減速を開始してから所定時間ＤＬＴＦＭ経過したか否か、即ち、均質燃
焼切換フラグＦＳＴＲ０が「１」から「０」になってから所定時間ＤＬＴＦＭ経過したか
否かを判定し、所定時間ＤＬＴＦＭ経過したときには（Ｙｅｓ）ステップ６へと進み、所
定時間ＤＬＴＦＭ経過していないときには（Ｎｏ）ステップ７へと進む。
【００３３】
ステップ６では、当量比マップ参照用フラグＦＳＴＲ１を「０」にセットする。当量比マ
ップ参照用フラグＦＳＴＲ１は、均質燃焼用マップを参照する場合には「０」が、成層燃
焼用マップを参照する場合には「１」がセットされる。
ステップ７では、当量比マップ参照用フラグＦＳＴＲ１に応じたマップ（均質燃焼用マッ
プ或いは成層燃焼用マップ）を選択し、機関回転速度Ｎ e 及び目標トルクｔＴｃに基づく
基本目標当量比ＴＦＢＹＡ００を演算する。ここで、目標トルクｔＴｃは、例えば、アク
セル操作量ＡＰＳ及び機関回転速度Ｎ e に基づいて設定される。なお、ステップ６の処理
が目標当量比演算手段に相当する。
【００３４】
ステップ８では、吸入空気流量Ｑの補正制御が行われる。即ち、図３に示すように、スロ
ットル弁の応答遅れを考慮して、スロットル開度を段階的に減少させる制御を行うことで
、実際のスロットル開度が図の点線のように変化するようにする。
ステップ９では、基本目標当量比ＴＦＢＹＡ００に対して位相遅れ補正処理を行う。具体
的には、補正処理後の補正目標当量比をＴＦＢＹＡ４とすると、次式によって補正が行わ
れる。
【００３５】
ＴＦＢＹＡ４＝ＦＬＯＡＤ×ＴＦＢＹＡ００
＋（１－ＦＬＯＡＤ）×ＴＦＢＹＡ４（ｎ－１）
ここで、ＦＬＯＡＤは、機関運転状態に応じて設定される加重平均係数、ＴＦＢＹＡ４（
ｎ－１）は、前回の補正目標当量比である。なお、ステップ９の処理が目標当量比補正手
段に相当する。
【００３６】
ステップ１０では、燃焼判定フラグＦＳＴＲＲに基づき、現在成層燃焼中であるか否かを
判定し、成層燃焼運転中のときには（Ｙｅｓ）ステップ１１へと進み、均質燃焼運転中の
ときには（Ｎｏ）本ルーチンを終了させる。なお、燃焼判定フラグＦＳＴＲＲは、均質燃
焼中には「０」に、成層燃焼中には「１」に設定される。
【００３７】
ステップ１１では、減速を開始してから所定時間ＣＦＤ経過したか否か、即ち、均質燃焼
切換フラグＦＳＴＲ０が「１」から「０」になってから所定時間ＣＦＤ経過したか否かを
判定し、所定時間ＣＦＤ経過したときには（Ｙｅｓ）ステップ１２へと進み、所定時間Ｃ
ＦＤ経過していないときには（Ｎｏ）ステップ１３へと進む。
【００３８】
ステップ１２では、目標当量比ＴＦＢＹＡ０として補正目標当量比ＴＦＢＹＡ４をセット
する。
ステップ１３では、補正目標当量比ＴＦＢＹＡ４が所定当量比ＴＦＢＹＡＤＦ以上である
か否かを判定し、ＴＦＢＹＡ４≧ＴＦＢＹＡＤＦ（Ｙｅｓ）のときにはステップ１４へと
進み、ＴＦＢＹＡ４＜ＴＦＢＹＡＤＦ（Ｎｏ）のときにはステップ１２へと進む。
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【００３９】
ステップ１４では、目標当量比ＴＦＢＹＡ０として所定当量比ＴＦＢＹＡＤＦをセットす
る。
即ち、ステップ１２～ステップ１４の処理で、補正目標当量比ＴＦＢＹＡ４と所定当量比
ＴＦＢＹＡＤＦとの小さい方を選択して、最終的な目標当量比ＴＦＢＦＡ０としてセット
する。なお、ステップ１２～ステップ１４の処理が条件成立禁止手段に相当し、特に、ス
テップ１４の処理が制限手段に相当する。
【００４０】
ステップ１５では、成層燃焼から均質燃焼に燃焼状態を切り換えるか否かを判定する。具
体的には、目標当量比ＴＦＢＹＡ０が当量比しきい値ＴＦＡＣＨ以上であるか否かを判定
し、ＴＦＢＹＡ０≧ＴＦＡＣＨ（Ｙｅｓ）であればステップ１６へと進み、ＴＦＢＹＡ０
＜ＴＦＡＣＨ（Ｎｏ）であれば本ルーチンを終了する。なお、ステップ１５の処理が切換
条件判定手段に相当する。
【００４１】
ステップ１６では、均質燃焼への切換条件が全て成立したので、均質燃焼に切り換えるべ
く燃焼判定フラグＦＳＴＲＲを「０」（均質燃焼中）にセットする。そして、図示しない
別のルーチンにより、燃焼判定フラグＦＳＴＲＲに基づく燃焼制御が行われる（燃焼状態
切換手段）。
このような処理によれば、減速を開始してから所定時間ＣＦＤ経過し、かつ、基本目標当
量比ＴＦＢＹＡ００に対して位相遅れ補正を行った補正目標当量比ＴＦＢＹＡ４が当量比
しきい値ＴＦＡＣＨ以上になったときに、減速時における成層燃焼から均質燃焼への燃焼
状態の切換条件が成立したと判定される。従って、目標当量比ＴＦＢＹＡ０が徐々に切り
換わるので、燃焼状態の切換中のトルク変動を滑らかにすることができる。また、目標当
量比ＴＦＢＹＡ０を演算するマップを切り換えるタイミングを遅延することにより、蒸発
燃料処理装置や排気再循環装置等のデバイスの応答遅れを吸収することができ、切換直後
の燃焼が不安定になることが防止される。さらに、減速時に燃料カットが行われるまでの
間、均質燃焼への切り換えが禁止されるので、排気性状の低下を防止することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の請求項１のクレーム対応図
【図２】　本発明の一実施形態を示すシステム構成図
【図３】　同上の制御内容を示すタイミングチャート
【図４】　同上の制御内容を示すフローチャート
【図５】　同上の制御内容を示すフローチャート
【符号の説明】
１０　筒内噴射式内燃機関
１３　燃焼室
１８　燃料噴射弁
５０　コントロールユニット
５１　アクセルセンサ
５２　クランク角センサ
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】
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